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注：両熱量は、統計の調査方法及び熱量の算出方法が全く異なり、
単純には比較できないため、両熱量はあくまで食べ残し・廃棄の
目安として位置づけ
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資料：京都市環境局調べを基に、農林水産省で作成。

約４割が、まだ食べら
れたのに廃棄された

供給と摂取の差 722kcal
供給熱量の約３割に相当

○供給熱量と摂取熱量の差の推移

年

１．食品の無駄について

○家庭における食品廃棄物

食料品価格の上昇→食品の無駄は家計を圧迫する要因に

食べ残しや手付かずの食品の廃棄により生じる無駄の削減

変化の兆し

課 題
1

家庭から出た台所ごみの組成の例（平成14年）



２．食品資源の利用状況

資料：「平成１７年度食料需給表」（農林水産省大臣官房）
「平成１８年食品循環資源の再生利用等実態調査報告（平成１７年度実績）｣(農林水産省統計部）

「平成１７年度食品ロス統計調査」（農林水産省統計部）
「一般廃棄物の排出及び処理状況等」（平成１７年度実績、環境省試算）
を基に総合食料局において試算の上、作成

「食品廃棄物等」とは、食品リサイクル法において以下の
ように定義されているものである。
① 食品が食用に供された後に、又は食用に供されず、
廃棄されたもの

② 食品の製造、加工又は調理の過程において副次的
に得られた物品のうち食用に供することができないもの

食品廃棄物等排出量
（１，１００万トン）

※発生量から減量量を除外

飼料用等
（２，６５５万トン）

①食品関連事業者
・食品製造業
・食品卸売業、小売業
・外食産業

有価取引される
製造副産物
※大豆ミール等

（３００万トン）

再生利用量
（５００万トン）

焼却又は埋立
処分量

（１，４００万トン）

②一般家庭

食品由来の廃棄物
（１，９００万トン）

うち可食部分と考えられる量
（５００～９００万トン）
※いわゆる食品ロス

食
品
資
源
の
利
用
主
体

廃棄物
（１，１００万トン）

うち可食部分と考えられる量
（食べ残し、過剰除去、直接廃棄）

（２００～４００万トン）

廃棄物
（８００万トン）

うち可食部分と考えられる量
（規格外品、返品、売れ残り、
食べ残し）

（３００～５００万トン）

食用仕向量
（９，０６８万トン）
粗食料＋加工用

総再生利用量
（８００万トン）
・飼料
・肥料

加工用には、食用以外の目的に利用される製品の加工原料として
使われるものを含む。（石鹸の原料として使われる植物油等）

国内消費仕向量
（１１，７２３万トン）
国内生産量
（６，１０９万トン）
外国貿易量
（５，７５４万トン）
※輸入量―輸出量

２

○ 我が国で食用に向けられる食品資源のうち、５～１０％程度がいわゆる食品ロス（本来食べら
れるものが廃棄されている）と推計される。
※数値は既存のデータ（平成17年度）を基にした総合食料局の推計による概算値



○ 食品関連事業者からの食品廃棄物の年間発生量のうち、製品・商品となったものが売れ残り
（賞味期限切れ）や返品が原因で廃棄された割合は、外食を除く３業種計で１１％（約９４万トン）と
推計される（平成18年度）。

業種別には、食品製造業が５％、食品卸売業が１５％、食品小売業が２２％となっている。

３

３．売れ残りや返品による食品ロス

○ 売れ残りや返品が原因の食品廃棄物の発生量
(18年度)

資料：「平成１９年食品循環資源の再生利用等実態調査報告｣(農林水産省統計部）を基に総合食料局において試算の上、作成

※ 「販売（製品）段階での発生量」とは、売れ残り（賞味期限切れ）や返品が原因で廃棄された製品・商品の発生量であり、
実際の処理した事業者の属する業種において計上している。（例：小売業者から卸売業者に返品してそれを卸売業者が廃
棄した場合は、食品卸売業での発生量として計上）

（11％）

（5％）

（15％）

（22％）

万トン
万トン

（11％）

（12％）
（13％）

○ 売れ残りや返品が原因の食品廃棄物の発生量
の推移(３業種計）

（9％）



○ 世帯食における食品ロス率は、平成15年の4.8％から平成18年度の3.7％と微減傾向であるが、

内容別にみると過剰除去が最も高く、次いで食べ残し、食べずに直接廃棄の順となっている。
○ 食堂・レストランにおける食品ロス率は、平成15年の3.6％から18年の3.1％と微減傾向になって

いる。

４

４． 家庭・外食における食品ロス

○ 世帯食における食品ロス率の推移 ○ 食堂・レストランにおける食品ロス率の推移

4.8%

3.7%
4.1%



○ 家庭における食品廃棄物は、調理残さ、食べ残し、食品の未使用（調理した料理を含む）等が
あるが、このうち食品の未使用による廃棄については、「食品の鮮度の低下、腐敗及びカビの
発生」、「消費期限・賞味期限が過ぎたため」を理由とする回答が多い。

○ また、無駄を少なくするために気をつけている内容としては、「製造年月日が新しいものや賞味
期限・消費期限が長いものを選ぶ」が最も多い。

５

５． 家庭における食品の廃棄理由

○ 食品を使用せずに廃棄した理由（複数回答）

○ 食品の無駄を少なくするために購入の際に気をつけていること（複数回答）

資料： 食品ロス統計調査報告（農林水産省）

(％）

(％）



○ 食品廃棄物の発生の抑制に取り組んでいる事業所は、食品産業全体の約５割となっている。
○ 業種別の取組方法をみると、いずれの業種においても「製造（販売）量に合わせた仕入れ」、

「ロスの出ない製品・材料への仕入れの見直し」に取り組む事業者が多いほか、食品卸売業及
び食品小売業では、「賞味期限の迫った商品の特価販売」、外食産業では、「調理方法の改善
による調理くずの削減」、「メニュー、調理ボリュームの適正化」に取り組む事業所が多い。

６

６． 食品関連事業者による食品廃棄物等の発生抑制の取組状況

○ 業種別の発生抑制の取組方法

【食品製造業】

【食品卸売業】

(％）

【食品小売業】

(％）

【外食産業】

資料：「平成１９年食品循環資源の再生利用等実態調査報告｣(農林水産省統計部）

(％）
(％）



○ 食品ロスを抑制するためには、製造・流通・消費の各業種・業態ごとの特性や取引・販売の実
態を踏まえて、適切な発生抑制への取組を行うことが必要である。

○ また、「買いすぎ」「頼みすぎ」「過度な鮮度志向」など食品ロスを増やす要因となる行動につい
て、消費者一人一人が注意することも重要である。

７

７.食品ロスの発生抑制のポイント

○ 各段階での発生抑制に有効と考えられる取組の例

＜製造段階＞

＜流通段階＞

＜消費段階＞

・ 科学的な根拠に基づく適切な期限表示の設定（必要以上に短い賞味期限の見直し）
・ 製造過程で生じる規格外品や品質上の問題なく返品された商品の通常の販売経路外での有効利用
・ 不良品等製造ロスの発生率の低減

・ 商品の過剰仕入れや食品製造業者への安易な返品の抑制
・ 業者による画一的な販売期限の設定のあり方の見直し
・ 賞味期限が近付いている商品の値引き販売等による売り切り

・ 食べ残しが発生しないようなメニュー、盛り付け・サービングの工夫
・ 賞味期限など食品期限表示についての正しい理解の促進



環境負荷の低減及び資源の有効利用の促進

○ 食品の売れ残りや食べ残しにより、又は食品の製造過程において発生している食品廃棄
物について、
① まず、生産、流通、消費の各段階で食品廃棄物そのものの発生を抑制
② 次に、再資源化できるものは飼料や肥料などへの再生利用
③ 再生利用が困難な場合に限り熱回収
④ さらに、廃棄されることとなったものは脱水・乾燥などで減量
の取組を行うことで、環境負荷の低減及び資源の有効利用を促進する。

○主務大臣による基本方針の策定
・再生利用等の促進の基本的方向
・再生利用等を実施すべき量に関する目標 等
我が国全体での再生利用等実施率を、平成24年度までに、業種別に40％（外食産業）～85％（食品製造業）に向上

○再生利用等の促進

○関係者の責務
食品関連事業者(製造、流通、外食等） 消費者等 国・地方公共団体
・発生抑制 ・発生抑制 ・再生利用の促進
・再生利用、熱回収 ・再生利用製品の使用 ・施策実施
・減量

○指導、勧告等の措置
・全ての食品関連事業者に対する指導、助言

・前年度の食品廃棄物等の発生量が１００トン以上の者に
対する勧告・公表・命令・罰金 （取組が著しく不十分な場合）

○主務大臣による判断基準の提示（省令）
・再生利用等を行うに当たっての基準
・廃棄物発生量等の把握
・個々の事業者毎の取組目標の設定 等

事業者の再生利用等の円滑化
「登録再生利用事業者制度」によるリサイクル業者
の育成・確保
「再生利用事業計画認定制度」による優良事例
（食品リサイクル・ループ）の形成

○主務大臣あてに食品廃棄物等発生量等の定期報告義務

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）の仕組み （参考）

８



○ 食品廃棄物等は、発生後、一部で減量処理が施されるが、それ以外の大部分は事業所外へ
排出される。排出量のうち約６割が再生利用され、約４割が未利用のまま処分されていると推計
される。

○ 廃熱利用もなく焼却されるか、埋立処分されたとみなされる量は減少傾向で推移していると推
計される。

食品関連事業者の食品廃棄物等の処理状況（平成18年度実績） （参考）

排 出 量

再生利用量
未利用量

（焼却処理等）

有償売却又は
自社での再生利用

無償又は
自己負担で委託

減 量

資料：「平成１９年食品循環資源の再生利用等実態調査報告｣(農林水産省統計部）

を基に総合食料局において試算の上、作成

○ 食品廃棄物等の処理状況（平成18年度実績） ○ 食品廃棄物のうち焼却または埋立処分されたと
みなされる量の推移

９



○ 食品廃棄物等の年間発生量の推移

○ 食品リサイクル法が施行された平成１３年度から１８年度までの推移をみると、食品廃棄物等
の発生量が微増傾向にある中で、再生利用等実施率は上昇傾向にある。

○ 食品流通の川下に至るほど、廃棄物の発生が少量分散型になるなど再生利用がしづらくなる
ことから、食品製造業の再生利用等実施率は高いものの、卸、小売り、外食と順に低下していく。

食品関連事業者からの食品廃棄物の発生量及び再生利用等実施率の推移 （参考）

資料：「平成１９年食品循環資源の再生利用等実態調査報告｣(農林水産省統計部）を基に総合食料局において試算の上、作成

注：発生抑制量は年間発生量の外数
計と内訳が一致しない場合があるのは、四捨五入のためである。

○再生利用等実施率の推移

○ 再生利用等の内訳（平成１８年度）

10

（用途別仕向け量）
年間発生量 再生利用 肥料化 飼料化 油脂化 メタン化 減 量 発生抑制

食品製造業 ４，９４７ ３，７４５ １，６９０ １，８９９ １２６ ３１ ２１０ ２６５

食品卸売業 ７４３ ４３５ ２０８ ２０６ ２１ ― １５ ３２

食品小売業 ２，６２０ ７７１ ４３２ ２３８ １０１ ０ ５８ １２４

外食産業 ３，０４２ ４７３ ２９１ １１１ ７２ ― ８３ １２４

食品産業計 １１，３５２ ５，４２５ ２，６２１ ２，４５３ ３２０ ３１ ３６５ ５４６

（単位：千トン）


